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(百万円未満切捨て)
１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 1,266,171 4.6 12,527 191.1 18,182 76.7 13,379 168.1

2021年３月期 1,210,274 △4.2 4,303 △75.5 10,289 △56.6 4,989 △69.3

(注) 包括利益 2022年３月期 5,701 百万円 ( △29.0％) 2021年３月期 8,027 百万円 ( △44.3％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 189.70 174.48 5.6 2.6 1.0

2021年３月期 70.77 64.97 2.1 1.5 0.4

(参考) 持分法投資損益 2022年３月期 24百万円 2021年３月期 23百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 702,376 241,281 34.3 3,415.50
2021年３月期 683,181 237,405 34.7 3,364.65

(参考) 自己資本 　2022年３月期 240,931百万円 　2021年３月期 237,243百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 16,341 △11,032 △4,473 90,014

2021年３月期 8,768 680 △680 88,882

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 2,115 42.4 0.9

2022年３月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 2,116 15.8 0.9

2023年３月期(予想) ― 16.00 ― 16.00 32.00 20.0

　

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 630,000 1.5 5,700 205.9 8,400 74.9 5,600 71.2 79.39

通 期 1,269,000 0.2 12,300 △1.8 17,600 △3.2 11,300 △15.5 160.19

　

　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ― 社 (社名) 、除外 ― 社 (社名)

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期 78,270,142 株 2021年３月期 78,270,142 株

② 期末自己株式数 2022年３月期 7,729,376 株 2021年３月期 7,759,749 株

③ 期中平均株式数 2022年３月期 70,529,419 株 2021年３月期 70,510,695 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 7,308 △35.8 459 △90.7 2,080 △69.6 4,014 △60.8
2021年３月期 11,382 △15.7 4,918 △24.3 6,840 △19.8 10,245 5.4

　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年３月期 56.91 52.22

2021年３月期 145.29 133.57

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 254,760 154,787 60.7 2,191.82

2021年３月期 260,028 160,617 61.7 2,275.25

(参考) 自己資本 2022年３月期 154,637百万円 　2021年３月期 160,455百万円

　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

・当社は、2022年５月18日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会をWEBでのライブ配信にて開催する予定で

す。その模様及び説明内容（音声）については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホーム

ページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における医療用医薬品市場は、2021年４月に中間年における薬価改定が初めて実施されるなど引

き続き医療費抑制策の影響を受けました。また、一部の後発医薬品メーカーのGMP違反に端を発した製品の回収や出

荷調整への対応を余儀なくされました。新型コロナウイルス感染症については変異株の流行により緊急事態宣言の

発令やまん延防止等重点措置が講じられるなどいまだ収束の見通しはたっておらず、医療機関を取り巻く環境も依

然として厳しい状況にありますが、患者様の受診抑制の影響は前年度に比べ回復傾向にあります。

　当社グループは、①患者様、医療機関、在宅医療・介護に携わる専門職等の課題解決と利便性向上のため、初診

受付サービスや薬局本部システム「ミザル」をはじめとする顧客支援システムの開発・提案、②災害時においても

医薬品等を安定供給するという社会的使命を果たすための物流機能の強化、③後発医薬品数量シェア80％時代にお

いて独自の検証により品質を担保した後発医薬品の安定供給、の３点を重要施策として取り組んでおります。

　顧客支援システムについては、リモートディテーリングサービス、オンライン診療・服薬指導システム「KAITOS

（カイトス）」、初診受付サービス、薬局本部システム「ミザル」、医薬品発注・情報端末「Future ENIF」といっ

た、接触機会の低減や患者様の利便性とお得意先の業務効率向上等に貢献するシステムの提案活動に取り組み、お

得意先より月々いただく課金額が着実に増え、利益の底上げに寄与いたしました。

　物流機能につきましては、2020年９月に開設した物流センター「TBCダイナベース」（東京都大田区）の稼働が軌

道に乗り、ノー検品やセンター直送便など効率的な配送体制を一層推進いたしました。同時に、世界最高水準の自

動化技術の導入により少人数でのオペレーションが可能となったことで生産性も向上しております。また北陸エリ

アの物流の要として「TBC北陸」（石川県金沢市）の建設を進め、2022年５月に全面稼働いたしました。

　中期的な収益性向上のための施策につきましては、再生医療等製品やバイオ医薬品、遺伝子治療薬、バイオ後続

品（バイオシミラー）など成長分野への経営資源の投下による新たな収益モデルの構築を進めております。その一

環として、革新的な凍結乾燥技術を有するモリモト医薬グループや、脂肪細胞を用いた遺伝子治療用細胞医薬品の

開発を進めるセルジェンテック株式会社、iPS細胞由来角膜内皮代替細胞を用いた水疱性角膜症の治療法の開発に取

り組む株式会社セルージョン等に出資いたしました。当社グループは今後も先端技術を有する製薬・ベンチャー企

業への出資を通じて、その社会実装へ向けた事業開発を支援するとともに、原材料の輸送、治験物流、メーカー物

流、卸物流などの流通課題にも全面的に協力してまいります。また、2022年３月にはリウマチ・整形外科領域のス

ペシャリティファーマであり、生物学的製剤・バイオシミラーの開発・導入等を行うあゆみ製薬株式会社の全株式

を保有するAYM HD株式会社の株式の一部を取得いたしました。

　新型コロナウイルス感染症への対応につきましては、感染拡大防止と医療提供体制の維持に貢献するため、治療

薬、ワクチン、針・シリンジ、検査試薬・キット等の新型コロナウイルス関連製品の配送・提供に注力するととも

に、全社を挙げて感染防止策に取り組み、グループ社員とその家族等を対象に３回の職域接種を実施いたしまし

た。

　また、健全な企業経営を行うため、2021年６月には取締役構成を大きく見直し、独立社外取締役の比率を３分の

１以上に引き上げました。さらに、指名・報酬委員会を新たに設置するなど、ガバナンスの強化を図っておりま

す。

　当連結会計年度の業績は、売上高1,266,171百万円（前期比4.6％増）、営業利益12,527百万円（前期比191.1％

増）、経常利益18,182百万円（前期比76.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益13,379百万円（前期比168.1％

増）となりました。

　なお、2022年３月30日に独立行政法人地域医療機能推進機構（JCHO）を発注者とする医療用医薬品の入札に関す

る独占禁止法違反で当社連結子会社である東邦薬品株式会社が公正取引委員会より排除措置命令および課徴金納付

命令を受けました。本件については、2021年６月30日に東邦薬品株式会社と当社従業員が東京地方裁判所よりそれ

ぞれ罰金刑と懲役刑（執行猶予付き）の判決を受けております。また、2021年11月９日には当社連結子会社である

九州東邦株式会社が、独立行政法人国立病院機構本部を発注者とする、九州エリアにおける医療用医薬品の入札に

関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けました。当社グループはこれら

の事態を厳粛に受けとめ、コンプライアンスの再徹底に全力で努めております。信頼回復に向けて健全かつ透明性

の高い事業活動をグループ一体となって推進してまいります。

　セグメントの業績の概略は以下のとおりです。なお、当連結会計年度より、株式会社ネグジット総研、株式会社
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ｅ健康ショップ、株式会社ｅヘルスケアの３社を新たに連結子会社とするとともに事業セグメントの区分方法を見

直しております。従来の「治験施設支援事業」と「情報機器販売事業」に上記３社を新たに加え「その他周辺事

業」とし、報告セグメントは、「医薬品卸売事業」、「調剤薬局事業」、「医薬品製造販売事業」、「その他周辺

事業」の４区分となります。

　医薬品卸売事業においては、独占禁止法違反による入札指名停止の影響を受けたものの、当社グループの物流機

能ならびに価格管理体制を製薬メーカー様から評価いただいたことにより、スペシャリティ医薬品をはじめとする、

取扱卸を限定した製品の取り扱いが順調に拡大し、さらに、治療薬や検査キット等の新型コロナウイルス関連製品

の売上も伸長し、業績に大きく貢献しました。また、新型コロナワクチン・治療薬、針・シリンジの配送や、後発

医薬品の回収・出荷調整の対応に注力するとともに、医療機関との価格交渉においては製品価値と流通コストに見

合った適切な価格での妥結に努め、顧客支援システムの提案活動にも引き続き積極的に取り組みました。この結果、

当連結会計年度の業績は、売上高1,216,019百万円（前期比4.6％増）、セグメント利益（営業利益）9,967百万円

（前期比151.1％増）となりました。

　調剤薬局事業においては、患者様の受診抑制が緩和されたことに伴い処方箋応需枚数の改善がみられました。ま

た、安全で質の高い医療サービスの提供を行うべく、オンライン服薬指導の体制を強化するとともに、かかりつけ

薬剤師の育成やOTC医薬品をはじめとする物販の拡充に積極的に取り組みました。また、調剤報酬改定への対応を進

めるとともに、顧客支援システムの活用による在庫の適正化や店舗業務の標準化・効率化と、経費の全面的な見直

しによる収益性の改善に取り組みました。さらに新型コロナウイルス感染症の早期収束に向け、店舗における感染

症対策を徹底するとともに、抗原検査キットの販売や、行政が推進するPCR等検査無料化事業に応じた無料PCR検

査・抗原検査も実施いたしました。この結果、売上高91,801百万円（前期比0.8％増）、セグメント利益（営業利

益）2,963百万円（前期比10.2％増）となりました。

　医薬品製造販売事業においては、自社で構築した独自の検証システムに基づき製品の品質を厳しく監視すること

で、高品質・高付加価値な医薬品の安定供給に取り組むとともに、当連結会計年度に後発医薬品８成分15品目を新

たに発売するなど引き続き製品ラインナップの拡充を図り、2022年３月末時点での販売製品は88成分209品目となり

ました。この結果、売上高9,093百万円（前期比12.4％増）、セグメント利益（営業利益）884百万円（前期比21.3

％増）となりました。

　その他周辺事業においては、売上高は5,717百万円、セグメント利益（営業利益）は395百万円となりました。

　（注）セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
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（２）当期の財政状態の概況

（イ）資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて5.4％増加し、513,107百万円となりました。これは、売掛金が15,828百

万円、商品及び製品が3,960百万円それぞれ増加し、その他のうち返品資産が4,807百万円新規で発生したこと等に

よります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて3.6％減少し、189,268百万円となりました。これは、有形固定資産が

3,184百万円、投資有価証券が3,807百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.8％増加し、702,376百万円となりました。

（ロ）負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて6.9％増加し、402,819百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金が13,043百万円、１年内返済予定の長期借入金が3,631百万円、未払法人税等が3,380百万円それぞれ増加し、そ

の他のうち返金負債が5,025百万円新規で発生したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて15.6％減少し、58,275百万円となりました。これは、長期借入金が6,411

百万円、繰延税金負債が3,669百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて3.4％増加し、461,095百万円となりました。

（ハ）純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.6％増加し、241,281百万円となりました。これは、利益剰余金が

11,381百万円増加し、その他有価証券評価差額金が7,714百万円減少したこと等によります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し1,131百

万円増加しました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は90,014百万円となりました。当連結会計年度にお

ける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、16,341百万円（営業活動によるキャッシュ・フローが前期比7,572百万円増

加）となりました。これは資金増加要因として、税金等調整前当期純利益20,110百万円を計上、減価償却費6,634

百万円、仕入債務の増加額13,040百万円がありましたが、資金減少要因として、売上債権の増加額16,045百万円、

棚卸資産の増加額3,859百万円、法人税等の支払額3,205百万円があったこと等によるものであります。

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は、11,032百万円（投資活動によるキャッシュ・フローが前期比11,712百万円減

少）となりました。これは資金増加要因として、投資有価証券の売却及び償還による収入5,243百万円がありまし

たが、資金減少要因として、有形固定資産の取得による支出3,621百万円、関係会社株式の取得による支出11,095

百万円があったこと等によるものであります。

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は、4,473百万円（財務活動によるキャッシュ・フローが前期比3,792百万円減

少）となりました。これは資金減少要因として、長期借入金の返済による支出2,780百万円、配当金の支払額

2,116百万円があったこと等によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2018年３月期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

自己資本比率（％） 32.1 32.2 34.4 34.7 34.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

26.6 28.4 23.8 21.0 18.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

42.1 254.9 394.5 523.2 259.4

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

423.3 179.6 198.2 107.1 209.5

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2. 株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。

（４）今後の見通し

　当社が属する医療用医薬品市場では、2022年４月に診療報酬改定が行われ、実勢価等改定分において薬剤費ベースで

6.69%の薬価の引き下げが行われました。新型コロナウイルス感染症の収束は見通しが立っておらず、当業界におきまし

ても医療機関の経営悪化や感染リスクを警戒した患者様の受診抑制の継続など様々な影響が懸念され、経営環境は引き

続き先行き不透明な状況となっております。

　次期（2023年３月期）の業績見通しにつきましては、売上高1,269,000百万円（前期比0.2％増）、営業利益12,300百

万円（前期比1.8％減）、経常利益17,600百万円（前期比3.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益11,300百万円

（前期比15.5％減）を見込んでおります。
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２．企業集団の状況

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と子会社65社及び関連会社13社により構成されており、主な事業内

容、当該事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりであります。

なお、非連結子会社であった株式会社ネグジット総研、株式会社ｅ健康ショップ及び株式会社ｅヘルスケアの重要性

が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含め連結財務諸表を作成しております。これに伴い、従来の「治験施

設支援事業」と「情報機器販売事業」に上記３社を新たに加え「その他周辺事業」とし、報告セグメントは、「医薬品

卸売事業」、「調剤薬局事業」、「医薬品製造販売事業」、「その他周辺事業」の４区分となります。次の４部門は、

「セグメント情報」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

(1）医薬品卸売事業

連結子会社４社(東邦薬品株式会社、九州東邦株式会社、株式会社セイエル、株式会社幸燿)、非連結子会社６社

及び関連会社２社(酒井薬品株式会社、他１社)は、製薬会社等から医薬品及び医療関連商品を仕入れ、病院・診療

所・調剤薬局等へ販売しております。

製薬会社等の商品については上記の連結子会社から調剤薬局事業の子会社34社(株式会社ファーマダイワ、株式会

社J．みらいメディカル、株式会社清水薬局、株式会社ファーマみらい、セイコーメディカルブレーン株式会社、ベ

ガファーマ株式会社、有限会社キュア、株式会社青葉堂、株式会社厚生、他25社)及び関連会社５社へ供給しており

ます。

なお、株式会社東邦システムサービス（連結子会社）は、共創未来グループ（当社及び医薬品卸売業を主とする

関係会社、業務提携会社）のデータ処理等の基幹システムの業務を主として請負っております。また、株式会社ス

クウェア・ワン（連結子会社）は、不動産賃貸業を行っております。

(2）調剤薬局事業

連結子会社９社（株式会社ファーマダイワ、株式会社J．みらいメディカル、株式会社清水薬局、株式会社ファー

マみらい、セイコーメディカルブレーン株式会社、ベガファーマ株式会社、有限会社キュア、株式会社青葉堂、株

式会社厚生）、非連結子会社25社及び関連会社５社は、主に保険調剤薬局事業を行っております。

なお、ファーマクラスター株式会社（連結子会社）は、調剤薬局事業の管理事業を行っております。

(3）医薬品製造販売事業

連結子会社１社（共創未来ファーマ株式会社）及び関連会社3社（AYM HD株式会社、あゆみ製薬ホールディングス

株式会社及びあゆみ製薬株式会社）は、医薬品の製造・販売を行っております。

共創未来ファーマ株式会社（連結子会社）は、ジェネリック医薬品の製造販売および注射用医薬品の受託製造を

行っており、ジェネリック医薬品は、主に東邦薬品株式会社（連結子会社）に供給しております。

なお、当連結会計年度にAYM HD株式会社の株式を取得したため、当連結会計年度末よりAYM HD株式会社、あゆみ

製薬ホールディングス株式会社及びあゆみ製薬株式会社を持分法適用の範囲に含めております。

(4）その他周辺事業業

連結子会社５社（株式会社東京臨床薬理研究所、株式会社アルフ、株式会社ネグジット総研、株式会社e健康ショ

ップ、株式会社eヘルスケア）、非連結子会社12社、関連会社３社は、上記事業に関連する周辺事業を行っておりま

す。

３．経営方針

　当社グループは、「全ては健康を願う人々のために」をコーポレートスローガンとして掲げ、「わたしたちは社会・

顧客と共生し、独創的なサービスの提供を通じて新しい価値を共創し、世界の人々の医療と健康に貢献します。」との

経営理念のもと、常に患者様を第一に考え、その満足度を高めるべく顧客価値の創造に取り組むことで、持続的な成長

による中長期的な企業価値の向上とコーポレートブランドの確立を目指しております。

　我が国においては現在、国民の健康寿命の延伸と超高齢社会、総人口の減少における持続可能な社会保障制度の構

築・維持を目的に、薬価の毎年改定など医療費抑制のための様々な施策が推進されております。また、改正医薬品医療

機器等法が段階的に施行され、2022年１月には「医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係者が遵守すべきガイドライ

ン」が改訂されるなど、これらのガイドラインや制度改正の趣旨を踏まえた対応が求められております。

　また、新型コロナウイルス感染症の拡大は、人々の生活様式を一変させ、「新たな日常」に対応した医療提供体制の

再構築が喫緊の課題となっております。

　このように医療ならびに医薬品業界の環境変化がますます加速しているなか、当社グループは医療・健康・介護分野
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に携わる企業集団として、かかる急速な環境の変化や課題を先取りし、迅速かつ的確に対応することで、国民の健康寿

命の延伸と持続可能な社会保障制度の構築・維持に貢献してまいります。

　中期的な収益性向上のための施策として、医薬品卸売事業につきましては、デジタル社会を見据え、患者様、医療機

関、在宅医療・介護に携わる専門職等の利便性を向上させる顧客支援システムの開発・提案に一層取り組んでまいりま

す。また、22,000軒以上の調剤薬局が参画する薬局共創未来との連携強化を図るとともに、TBCダイナベースを起点とし

た治験物流やメーカー物流の推進、さらにバイオ医薬品・遺伝子治療薬・再生医療等製品・バイオシミラーといった今

後の成長が期待される事業領域にも挑戦してまいります。

　調剤薬局事業につきましては、店舗数の拡大や調剤報酬改定への対応を進めることで収益の確保を図ってまいりま

す。また、DXの推進により薬剤師業務の効率化と患者様の利便性の向上を図るとともに、オンライン服薬指導の体制強

化やSNSを活用した服薬フォロー、物販の拡大など健康サポート薬局としての機能を強化してまいります。また、地域医

療に密着したサービスの提供と、高度な薬学管理知識を有する薬剤師の育成により、それぞれ地域連携薬局と専門医療

機関連携薬局としての機能を果たすことで調剤薬局事業の高付加価値化を推進してまいります。

　医薬品製造販売事業におきましては、自社ブランドでの新たな製品を発売するなど引き続き製品ラインナップの拡大

を図り、独自の検証により品質を担保した後発医薬品を安定的に提供することで、患者様や医療機関の信頼に応えてま

いります。

　また、当社グループは企業の安定的かつ長期的な成長と、持続可能な社会の実現に向けて、環境（Environment）、社

会(Social)、ガバナンス(Governance）、およびコンプライアンスというそれぞれの領域における課題を洗いだし、その

解決に向けた取り組みを推進しております。医薬品等の流通を担う立場として、環境保全と事業活動の両立を最重要課

題と捉え、物流センターからお得意先への直送や配送回数の適正化、共同物流など配送効率の向上に取り組んでまいり

ます。また、性別・国籍・年齢等を問わない幅広い人材活用と、社員一人ひとりの人権・人格を尊重することで、自由

闊達な企業風土を醸成してまいります。さらに、関連法規を遵守し健全な事業活動を行うべくガバナンスの一層の強化

を図るなどESG経営を推進してまいります。加えて、医療および健康関連企業としての公共性と社会インフラとしての使

命を認識し、非常時においても医療提供体制を維持するため、震災・パンデミック対策など医薬品の安定供給に必要な

投資を各ステークホルダーからの信頼と共感をベースに進めてまいります。

　このような取り組みを推進することで、患者様、顧客、地域社会、株主、社員など全てのステークホルダーから必要

とされ、継続して支持される企業集団を目指してまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則（第７章及び第８章を除く）」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて作成しておりま

す。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 93,086 94,256

受取手形及び売掛金 285,579 -

受取手形 - 2,212

売掛金 - 299,389

商品及び製品 76,208 80,169

原材料及び貯蔵品 180 194

仕入割戻未収入金 12,795 12,733

その他 19,526 24,442

貸倒引当金 △464 △290

流動資産合計 486,911 513,107

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 37,236 35,951

機械装置及び運搬具（純額） 326 315

器具及び備品（純額） 14,442 11,965

土地 44,101 43,168

リース資産（純額） 1,310 914

建設仮勘定 419 2,337

有形固定資産合計 97,837 94,653

無形固定資産

のれん 388 733

その他 4,722 4,443

無形固定資産合計 5,110 5,177

投資その他の資産

投資有価証券 82,550 78,742

長期貸付金 2,530 2,772

繰延税金資産 1,627 1,960

その他 8,513 7,814

貸倒引当金 △1,899 △1,851

投資その他の資産合計 93,321 89,438

固定資産合計 196,269 189,268

資産合計 683,181 702,376
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 356,968 370,012

短期借入金 210 247

1年内返済予定の長期借入金 2,666 6,298

リース債務 756 596

未払法人税等 2,035 5,416

契約負債 - 206

未払費用 2,365 2,297

賞与引当金 3,136 3,252

役員賞与引当金 82 53

返品調整引当金 227 -

資産除去債務 51 4

その他 8,217 14,435

流動負債合計 376,717 402,819

固定負債

社債 20,043 20,023

長期借入金 19,007 12,596

リース債務 1,219 977

繰延税金負債 17,906 14,236

再評価に係る繰延税金負債 757 757

退職給付に係る負債 2,294 2,423

資産除去債務 2,711 2,741

独占禁止法関連損失引当金 4,213 3,639

その他 904 879

固定負債合計 69,058 58,275

負債合計 445,775 461,095

純資産の部

株主資本

資本金 10,649 10,649

資本剰余金 49,378 49,228

利益剰余金 168,872 180,254

自己株式 △15,784 △15,719

株主資本合計 213,117 224,413

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 28,506 20,792

土地再評価差額金 △4,380 △4,273

その他の包括利益累計額合計 24,125 16,518

新株予約権 162 149

非支配株主持分 - 199

純資産合計 237,405 241,281

負債純資産合計 683,181 702,376
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 1,210,274 1,266,171

売上原価 1,110,961 1,157,484

売上総利益 99,312 108,687

返品調整引当金繰入額 △60 -

差引売上総利益 99,372 108,687

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 42,992 43,413

賞与引当金繰入額 2,820 3,216

役員賞与引当金繰入額 82 53

退職給付費用 229 274

福利厚生費 7,784 7,754

車両費 923 1,065

貸倒引当金繰入額 77 △147

減価償却費 5,964 6,087

のれん償却額 372 323

賃借料 8,289 8,042

租税公課 1,857 2,088

仮払消費税の未控除費用 6,098 6,228

その他 17,574 17,757

販売費及び一般管理費合計 95,069 96,159

営業利益 4,303 12,527

営業外収益

受取利息 75 64

受取配当金 1,407 1,405

受取手数料 3,097 3,154

不動産賃貸料 838 832

持分法による投資利益 23 24

その他 1,521 724

営業外収益合計 6,963 6,205

営業外費用

支払利息 79 76

コミットメントフィー 13 13

不動産賃貸費用 249 197

貸倒引当金繰入額 240 -

投資事業組合運用損 - 66

その他 393 197

営業外費用合計 977 551

経常利益 10,289 18,182
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 84 185

投資有価証券売却益 4,836 2,720

独占禁止法関連損失引当金戻入額 - 162

その他 3 23

特別利益合計 4,923 3,092

特別損失

固定資産処分損 165 113

減損損失 197 579

投資有価証券評価損 249 413

独占禁止法関連損失引当金繰入額 4,213 -

その他 113 56

特別損失合計 4,939 1,163

税金等調整前当期純利益 10,273 20,110

法人税、住民税及び事業税 4,732 7,180

法人税等調整額 551 △484

法人税等合計 5,283 6,695

当期純利益 4,989 13,415

非支配株主に帰属する当期純利益 - 35

親会社株主に帰属する当期純利益 4,989 13,379
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 4,989 13,415

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,019 △7,692

持分法適用会社に対する持分相当額 17 △22

その他の包括利益合計 3,037 △7,714

包括利益 8,027 5,701

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 8,027 5,665

非支配株主に係る包括利益 - 35
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,649 49,271 165,745 △15,785 209,881

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,649 49,271 165,745 △15,785 209,881

当期変動額

剰余金の配当 △2,468 △2,468

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,989 4,989

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 △0 3 3

連結範囲の変動 108 731 840

土地再評価差額金の

取崩
△126 △126

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― 107 3,126 1 3,236

当期末残高 10,649 49,378 168,872 △15,784 213,117

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 25,469 △4,507 20,961 166 ― 231,009

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
25,469 △4,507 20,961 166 ― 231,009

当期変動額

剰余金の配当 △2,468

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,989

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 3

連結範囲の変動 840

土地再評価差額金の

取崩
△126

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

3,037 126 3,163 △3 ― 3,160

当期変動額合計 3,037 126 3,163 △3 ― 6,396

当期末残高 28,506 △4,380 24,125 162 ― 237,405

　



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2022年３月期 決算短信

14

　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,649 49,378 168,872 △15,784 213,117

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△19 △19

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,649 49,378 168,852 △15,784 213,097

当期変動額

剰余金の配当 △2,116 △2,116

親会社株主に帰属す

る当期純利益
13,379 13,379

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △4 65 61

連結範囲の変動 △146 245 99

土地再評価差額金の

取崩
△107 △107

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― △150 11,401 64 11,315

当期末残高 10,649 49,228 180,254 △15,719 224,413

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 28,506 △4,380 24,125 162 ― 237,405

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△19

会計方針の変更を反映

した当期首残高
28,506 △4,380 24,125 162 ― 237,385

当期変動額

剰余金の配当 △2,116

親会社株主に帰属す

る当期純利益
13,379

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 61

連結範囲の変動 99

土地再評価差額金の

取崩
△107

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△7,714 107 △7,606 △13 199 △7,420

当期変動額合計 △7,714 107 △7,606 △13 199 3,895

当期末残高 20,792 △4,273 16,518 149 199 241,281
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 10,273 20,110

減価償却費 6,424 6,634

減損損失 197 579

のれん償却額 372 323

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71 80

返品調整引当金の増減額（△は減少） △60 △227

賞与引当金の増減額（△は減少） △348 65

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △28

貸倒引当金の増減額（△は減少） △389 △222

受取利息及び受取配当金 △1,482 △1,470

支払利息 79 76

固定資産除売却損益（△は益） 81 △72

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △4,578 △2,299

売上債権の増減額（△は増加） 1,023 △16,045

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,143 △3,859

その他の資産の増減額（△は増加） △626 △5,063

仕入債務の増減額（△は減少） 739 13,040

その他の負債の増減額（△は減少） 3,969 4,850

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,479 1,798

その他 △5,082 △4,447

小計 9,330 13,823

利息及び配当金の受取額 1,467 1,454

利息の支払額 △81 △78

法人税等の支払額 △6,731 △3,205

その他 4,783 4,347

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,768 16,341
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,022 △1,142

定期預金の払戻による収入 1,025 1,165

有形固定資産の取得による支出 △4,141 △3,621

有形固定資産の売却による収入 740 1,009

無形固定資産の取得による支出 △1,583 △581

無形固定資産の売却による収入 0 -

投資有価証券の取得による支出 △628 △1,063

投資有価証券の売却及び償還による収入 7,424 5,243

関係会社株式の取得による支出 △1,344 △11,095

関係会社株式の売却による収入 - 146

事業譲受による支出 - △532

資産除去債務の履行による支出 △47 △56

貸付けによる支出 △525 △918

貸付金の回収による収入 501 364

その他 283 50

投資活動によるキャッシュ・フロー 680 △11,032

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,792 1,037

長期借入れによる収入 2,800 -

長期借入金の返済による支出 △1,724 △2,780

自己株式の取得による支出 △2 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,078 △614

配当金の支払額 △2,468 △2,116

財務活動によるキャッシュ・フロー △680 △4,473

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,768 835

現金及び現金同等物の期首残高 80,013 88,882

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

101 296

現金及び現金同等物の期末残高 88,882 90,014
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社ネグジット総研、株式会社ｅ健康ショップ及び株式会社

ｅヘルスケアは、当連結会計年度より重要性が増したことにより連結の範囲に含めております。

また、当連結会計年度より、AYM HD株式会社の株式を取得したため、AYM HD株式会社、あゆみ製薬ホールディン

グス株式会社及びあゆみ製薬株式会社を持分法適用の範囲に含めております。AYM HD株式会社は、みなし取得日を

当連結会計年度末としているため、当連結会計年度に係る連結損益計算書には、AYM HD株式会社、あゆみ製薬ホー

ルディングス株式会社及びあゆみ製薬株式会社の業績は含まれておりません。なお、AYM HD株式会社は2022年４月

１日付であゆみ製薬ホールディングス株式会社と合併し、あゆみ製薬ホールディングス株式会社と名称を変更して

おります。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、返品権付きの販売に

ついて、従来は、売上総利益相当額に基づき返品調整引当金を計上しておりましたが、返品されると見込まれる商

品又は製品については、変動対価に関する定めに従って、販売時に収益を認識せず、当該商品又は製品について受

け取った又は受け取る対価の額で返金負債を認識する方法に変更しております。また、医薬品卸売事業に係る取引

の一部について、従来は、総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本

人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認

識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方

法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契

約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当

連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」にそれぞれ区分表示し、「流動負債」に表示していた「その他」は、

当連結会計年度より「契約負債」及び「その他」にそれぞれ区分表示しております。ただし、収益認識会計基準第

89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりませ

ん。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、売掛金が14百万

円、その他の流動資産が4,891百万円それぞれ増加し、支払手形及び買掛金が19百万円、契約負債が105百万円、そ

の他の流動負債が5,026百万円それぞれ増加、返品調整引当金が218百万円減少しております。当連結会計年度の連

結損益計算書は、売上高が1,589百万円、売上原価が1,592百万円それぞれ減少し、売上総利益、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ2百万円増加しております。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余

金の期首残高が19百万円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
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会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、特別損失の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示していた249百万円は、

「投資有価証券評価損」として組み替えております。

(追加情報)

偶発債務

当社連結子会社である九州東邦株式会社は、2021年11月９日に独立行政法人国立病院機構（ＮＨО）を発注者と

する九州地区の医療用医薬品の入札に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査

を受け、現在も調査が継続しております。

これらの結果により、今後当社グループの連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではその影響額

を合理的に見積ることは困難であります。

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

(1)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、医薬品卸売事業と調剤薬局事業の運営会社を置き、各運営会社は国内における包括的な戦略

を立案し、事業会社が事業活動を展開しております。

また、医薬品製造販売事業、その他周辺事業においては、当社と各事業会社が連携し、国内における包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは医療用医薬品の販売及び医療関連その他を基礎としたセグメントから構成されており、

「医薬品卸売事業」、「調剤薬局事業」、「医薬品製造販売事業」及び「その他周辺事業」の４つを報告セグメ

ントとしております。

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「医薬品卸売事業」は、医薬品・麻薬・検査薬等の販売、医療機器の販売を行っております。

「調剤薬局事業」は、保険調剤薬局の経営、在宅医療支援業務、医薬品の販売を行っております。

「医薬品製造販売事業」は、ジェネリック医薬品の製造および販売、注射用医薬品の受託製造を行っておりま

す。

「その他周辺事業」は上記事業に関連する周辺事業を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法

と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実

勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　 （単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注１）

連結財務諸
表計上額
（注２）

医薬品
卸売事業

調剤薬局
事業

医薬品製造
販売事業

その他
周辺事業

計

売上高

(1) 外部顧客への売上高 1,116,229 91,089 2,250 704 1,210,274 ― 1,210,274

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

46,027 8 5,840 321 52,197 △52,197 ―

計 1,162,256 91,098 8,090 1,026 1,262,472 △52,197 1,210,274

セグメント利益又は損失（△） 3,970 2,688 729 △681 6,707 △2,403 4,303

セグメント資産 511,291 53,169 5,357 2,136 571,954 111,227 683,181

その他の項目

　減価償却費 3,591 802 8 16 4,419 1,544 5,964

　のれん償却額 83 288 ― ― 372 ― 372

　減損損失 138 59 ― ― 197 ― 197

　持分法適用会社への投資額 1,642 ― ― ― 1,642 ― 1,642

　のれんの未償却残高 55 332 ― ― 388 ― 388

　有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

3,977 1,914 132 4 6,029 △28 6,000

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額には、内部取引消去のほか、各報告セグメントに配分していない全社資産の金額が

164,908百万円含まれております。その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資産（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券等）等であります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当連結会計年度から共創未来ファーマ株式会社を連結の範囲に含めたことにより、「医薬品製造販売事業」

　 を報告セグメントに追加しております。
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当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

　 （単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注１）

連結財務諸
表計上額
（注２）

医薬品
卸売事業

調剤薬局
事業

医薬品製造
販売事業

その他
周辺事業

計

売上高

(1) 外部顧客への売上高 1,168,155 91,786 1,899 4,329 1,266,171 ― 1,266,171

(2) セグメント間の
　 内部売上高又は振替高

47,864 14 7,193 1,388 56,460 △56,460 ―

計 1,216,019 91,801 9,093 5,717 1,322,632 △56,460 1,266,171

セグメント利益 9,967 2,963 884 395 14,211 △1,684 12,527

セグメント資産 535,156 54,230 17,796 5,580 612,763 89,612 702,376

その他の項目

　減価償却費 3,562 902 180 406 5,052 1,581 6,634

　のれん償却額 84 110 ― 129 323 ― 323

　減損損失 439 140 ― ― 579 ― 579

　持分法適用会社への投資額 1,640 ― 11,090 ― 12,730 ― 12,730

　のれんの未償却残高 221 222 ― 290 733 ― 733

　有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

3,719 444 126 199 4,489 △9 4,480

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び各報告セグメントに配

分していない全社費用によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額には、内部取引消去のほか、各報告セグメントに配分していない全社資産の金額が

151,421百万円含まれております。その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資産（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券等）等であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　 当連結会計年度から連結の範囲の変更に伴い事業セグメントの区分方法を見直しております。従来の「治験

施設支援事業」と「情報機器販売事業」に株式会社ネグジット総研、株式会社ｅ健康ショップ、株式会社ｅヘ

ルスケアの３社を新たに加え「その他周辺事業」とし、報告セグメントは、「医薬品卸売事業」、「調剤薬局

事業」、「医薬品製造販売事業」、「その他周辺事業」の４区分となります。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しております。

　 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　 当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「医薬品卸売事業」の売上高は1,576百万円減少、

セグメント利益は2百万円増加し、「医薬品製造販売事業」の売上高は13百万円減少しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 3,364円65銭 3,415円50銭

１株当たり当期純利益 70円77銭 189円70銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

64円97銭 174円48銭

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。
　

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 4,989 13,379

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

4,989 13,379

普通株式の期中平均株式数(株) 70,510,695 70,529,419

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) △13 △13

(うち受取利息(税額相当額控除後)(百万円)) (△13) (△13)

普通株式増加数(株) 6,079,850 6,074,182

(うち新株予約権(株)) (79,250) (73,582)

(うち新株予約権付社債(株)) (6,000,600) (6,000,600)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当連結会計年度末
(2022年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 237,405 241,281

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 162 349

(うち新株予約権）（百万円) (162) (149)

(うち非支配株主持分）（百万円) ― (199)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 237,243 240,931

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

70,510,393 70,540,766

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2022年３月期 決算短信

22

６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 81,094 83,363

前払費用 75 63

その他の未収入金 3,547 605

短期貸付金 21,353 18,786

その他 34 12

貸倒引当金 - △4

流動資産合計 106,104 102,826

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 23,104 21,963

構築物（純額） 515 450

器具及び備品（純額） 48 32

土地 20,111 19,717

リース資産（純額） 333 160

建設仮勘定 49 1,849

有形固定資産合計 44,163 44,173

無形固定資産

借地権 12 12

ソフトウエア 324 165

その他 3 51

無形固定資産合計 340 228

投資その他の資産

投資有価証券 69,219 56,244

関係会社株式 33,134 44,271

関係会社出資金 1,670 1,585

長期貸付金 912 911

関係会社長期貸付金 1,824 1,732

破産更生債権等 3,480 3,350

長期前払費用 122 111

その他 1,639 1,582

貸倒引当金 △2,583 △2,258

投資その他の資産合計 109,419 107,531

固定資産合計 153,923 151,933

資産合計 260,028 254,760
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 2,304 2,304

リース債務 199 82

未払金 98 111

未払費用 116 67

未払法人税等 521 387

未払消費税等 - 297

預り金 44,928 51,424

賞与引当金 74 75

役員賞与引当金 46 32

その他 0 -

流動負債合計 48,289 54,783

固定負債

社債 20,043 20,023

長期借入金 11,544 9,240

リース債務 143 69

繰延税金負債 16,601 13,058

再評価に係る繰延税金負債 757 757

退職給付引当金 11 11

資産除去債務 1,919 1,931

その他 100 99

固定負債合計 51,120 45,189

負債合計 99,410 99,972

純資産の部

株主資本

資本金 10,649 10,649

資本剰余金

資本準備金 46,177 46,177

その他資本剰余金 3,937 3,933

資本剰余金合計 50,114 50,110

利益剰余金

利益準備金 664 664

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 1,513 1,404

別途積立金 6,336 6,336

繰越利益剰余金 78,113 80,013

利益剰余金合計 86,627 88,418

自己株式 △15,823 △15,759

株主資本合計 131,568 133,420

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 33,244 25,468

土地再評価差額金 △4,357 △4,250

評価・換算差額等合計 28,886 21,217

新株予約権 162 149

純資産合計 160,617 154,787

負債純資産合計 260,028 254,760
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業収益

経営指導料収入 1,214 1,162

不動産賃貸料収入 2,478 3,947

受取配当金収入 7,406 1,908

その他 283 289

営業収益合計 11,382 7,308

営業費用

不動産関連費用 1,887 3,099

一般管理費

役員報酬及び給与手当 1,533 1,478

賞与引当金繰入額 61 75

役員賞与引当金繰入額 46 32

退職給付引当金繰入額 △0 0

福利厚生費 195 190

車両費 1 1

貸倒引当金繰入額 34 △320

減価償却費 412 378

賃借料 769 329

租税公課 412 430

その他 1,110 1,152

営業費用合計 6,464 6,848

営業利益 4,918 459

営業外収益

受取利息 253 235

受取配当金 1,349 1,358

受取手数料 213 224

不動産賃貸料 13 11

その他 411 218

営業外収益合計 2,240 2,048

営業外費用

支払利息 287 316

コミットメントフィー 1 1

投資事業組合運用損 - 66

その他 30 44

営業外費用合計 318 427

経常利益 6,840 2,080
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 57 113

投資有価証券売却益 5,516 2,867

特別利益合計 5,573 2,981

特別損失

固定資産処分損 120 3

減損損失 20 -

投資有価証券評価損 249 341

その他 8 44

特別損失合計 399 389

税引前当期純利益 12,014 4,671

法人税、住民税及び事業税 1,375 739

法人税等調整額 393 △81

法人税等合計 1,768 657

当期純利益 10,245 4,014
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 10,649 46,177 3,938 50,115

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

土地圧縮積立金の取

崩

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― △0 △0

当期末残高 10,649 46,177 3,937 50,114

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 664 1,523 6,336 70,453 78,977 △15,825 123,916

当期変動額

剰余金の配当 △2,468 △2,468 △2,468

当期純利益 10,245 10,245 10,245

土地圧縮積立金の取

崩
△9 9 ― ―

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 3 3

土地再評価差額金の

取崩
△126 △126 △126

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― △9 ― 7,659 7,650 1 7,651

当期末残高 664 1,513 6,336 78,113 86,627 △15,823 131,568
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 30,751 △4,484 26,266 166 150,349

当期変動額

剰余金の配当 △2,468

当期純利益 10,245

土地圧縮積立金の取

崩
―

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 3

土地再評価差額金の

取崩
△126

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

2,492 126 2,619 △3 2,616

当期変動額合計 2,492 126 2,619 △3 10,268

当期末残高 33,244 △4,357 28,886 162 160,617
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　当事業年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 10,649 46,177 3,937 50,114

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

土地圧縮積立金の取

崩

自己株式の取得

自己株式の処分 △4 △4

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― △4 △4

当期末残高 10,649 46,177 3,933 50,110

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 664 1,513 6,336 78,113 86,627 △15,823 131,568

当期変動額

剰余金の配当 △2,116 △2,116 △2,116

当期純利益 4,014 4,014 4,014

土地圧縮積立金の取

崩
△109 109 ― ―

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 65 61

土地再評価差額金の

取崩
△107 △107 △107

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― △109 ― 1,900 1,791 64 1,851

当期末残高 664 1,404 6,336 80,013 88,418 △15,759 133,420
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 33,244 △4,357 28,886 162 160,617

当期変動額

剰余金の配当 △2,116

当期純利益 4,014

土地圧縮積立金の取

崩
―

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 61

土地再評価差額金の

取崩
△107

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△7,776 107 △7,668 △13 △7,682

当期変動額合計 △7,776 107 △7,668 △13 △5,830

当期末残高 25,468 △4,250 21,217 149 154,787

　


